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最
低
賃
金
の
決
定
基
準
や
罰
則

の
上
限
額
、
派
遣
労
働
者
へ
の
適
用

関
係
な
ど
に
つ
い
て
大
き
な
改
正
が

行
わ
れ
ま
し
た
。 

地
域
別
最
低
賃
金
は
こ
う
な
り
ま
す 

 

地
域
別
最
低
賃
金
を
決
定
す
る

場
合
に
は
、
労
働
者
が
健
康
で
文
化

的
な
最
低
限
度
の
生
活
が
営
む
こ
と

が
で
き
る
よ
う
、
生
活
保
護
に
係
る

施
策
後
の
整
合
性
に
も
配
慮
す
る
こ

と
と
な
り
ま
す
。
最
低
賃
金
の
具
体

的
な
金
額
は
、
都
道
府
県
ご
と
に
決

定
さ
れ
ま
す
。 

Ｑ 

改
正
に
よ
っ
て
最
低
賃
金
は
た

だ
ち
に
決
定
さ
れ
る
の
で
す
か
？ 

Ａ 

改
正
法
の
施
行
の
際
に
有
効
で

あ
る
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、
次
の

改
定
ま
で
の
間
は
改
正
法
に
基
づ
い

て
決
定
さ
れ
た
最
低
賃
金
と
み
な
さ

れ
る
こ
と
か
ら
、
改
正
法
の
施
行
の

際
に
た
だ
ち
に
改
定
は
さ
れ
ま
せ
ん
。  

 

地
域
別
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、

毎
年
十
月
頃
改
定
さ
れ
て
い
ま
す
の

で
、
厚
生
労
働
省
Ｈ
Ｐ
な
ど
で
ご
確

認
く
だ
さ
い
。
な
お
、
現
在
決
定
さ

れ
て
い
る
北
海
道
最
低
賃
金
額
は
、

六
百
五
十
四
円
で
す
。 

 

地
域
別
最
低
賃
金
の
不
払
の
場
合
の 

罰
金
の
上
限
額
が
引
き
上
げ
ら
れ
ま
す 

  

地
域
別
最
低
賃
金
の
不
払
の
場
合

の
罰
金
の
上
限
額
が
二
万
円
か
ら
五

十
万
円
に
引
き
上
げ
ら
れ
ま
し
た
。 

 

産
業
別
最
低
賃
金
は
こ
う
な
り
ま
す 

  

産
業
別
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
、

そ
の
不
払
に
つ
い
て
は
、
最
低
賃
金

法
の
罰
則
は
適
用
さ
れ
な
く
な
り
、

労
働
基
準
法
の
賃
金
の
全
額
払
違
反

（
罰
金
の
上
限
額
三
十
万
円
）
が
適

用
さ
れ
ま
す
。 

Ｑ 

産
業
別
最
低
賃
金
が
適
用
さ
れ

る
労
働
者
に
、
地
域
別
最
低
賃
金
に

満
た
な
い
賃
金
し
か
支
払
わ
れ
な
い

場
合
は
ど
う
な
り
ま
す
か
？ 

Ａ 

改
正
法
で
は
、
産
業
別
最
低
賃

金
が
適
用
さ
れ
る
労
働
者
に
、
使
用

者
が
地
域
別
最
低
賃
金
に
満
た
な
い

賃
金
し
か
支
払
わ
な
い
場
合
は
最
低
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低
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賃
金
法
の
罰
則
（
罰
金
の
上
限
五
十

万
円
）
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。 

 

地
域
別
最
低
賃
金
に
つ
い
て
は
毎

年
十
月
頃
、
産
業
別
最
低
賃
金
に
つ

い
て
は
毎
年
十
月
〜
二
月
の
間
に
改

定
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
厚
生
労
働

省
Ｈ
Ｐ
な
ど
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。 

 

適
用
除
外
規
定
が
見
直
さ
れ
ま
す 

  

障
害
に
よ
り
著
し
く
労
働
能
力
の

低
い
者
等
に
関
す
る
適
用
除
外
が
廃

止
さ
れ
、
最
低
賃
金
の
減
額
特
例
が

新
設
さ
れ
ま
す
。 

Ｑ 

現
在
、
最
低
賃
金
の
適
用
除
外

許
可
を
受
け
た
人
を
雇
っ
て
い
ま
す

が
、
今
後
ど
の
よ
う
な
取
扱
い
に
な

る
の
で
す
か
？ 

Ａ 

改
正
法
の
施
行
の
際
、
既
に
都

道
府
県
労
働
局
長
の
認
可
を
受
け
て

最
低
賃
金
法
が
適
用
除
外
と
な
っ
て

い
る
労
働
者
に
つ
い
て
は
、
施
行
日

（
平
成
二
十
年
七
月
一
日
）
か
ら
一

年
の
間
に
、
新
た
に
最
低
賃
金
の
減

額
の
特
例
の
許
可
を
受
け
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。 

 

な
お
、
減
額
特
例
の
許
可
の
対
象

と
な
る
労
働
者
は
、
①
精
神
又
は
身

体
の
障
害
に
よ
り
著
し
く
労
働
能
力

の
低
い
者
②
試
み
の
使
用
期
間
中
の

者
③
認
定
職
業
訓
練
を
受
け
て
い
る

者
④
軽
易
な
業
務
に
従
事
す
る
者
⑤

断
続
的
労
働
に
従
事
す
る
者 

 
最
低
賃
金
の
表
示
が
時
間
額
の
み

に
な
り
ま
す 

  

時
間
額
、
日
額
、
週
額
又
は
月
額

で
定
め
ら
れ
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
た

最
低
賃
金
額
の
表
示
単
位
が
、
時
間

額
の
み
に
な
り
ま
す
。 

Ｑ 

現
在
、
産
業
別
最
低
賃
金
に
は

時
間
額
の
他
に
日
額
に
よ
っ
て
定
め

ら
れ
て
い
る
も
の
が
あ
り
ま
す
が
、

改
正
法
に
よ
っ
て
日
額
は
な
く
な
る

の
で
す
か
？ 

Ａ 

日
額
に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
て
い

る
最
低
賃
金
に
つ
い
て
、
施
行
後
の

最
初
の
改
正
の
際
に
、
時
間
額
の
み

に
よ
っ
て
定
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。 

 

最
低
賃
金
額
が
時
間
額
の
み
に
な

っ
た
後
、
支
払
わ
れ
る
賃
金
が
日
額

で
あ
る
場
合
に
、
そ
の
支
払
額
が
最

低
賃
金
以
上
か
ど
う
か
を
調
べ
る
に

は
、
賃
金
額
を
一
時
間
あ
た
り
の
金

額
に
換
算
し
て
比
較
す
る
こ
と
に
な

り
ま
す
。 

Ｑ 

具
体
的
に
は
ど
の
よ
う
に
賃
金

額
を
一
時
間
あ
た
り
の
金
額
に
換
算

す
る
の
で
す
か
？ 

Ａ 

日
給
の
場
合
を
例
に
と
っ
て
、

東
京
都
の
会
社
に
パ
ー
ト
と
し
て
勤

め
る
Ａ
さ
ん
は
一
日
の
所
定
労
働
時

間
が
七
時
間
半
、
日
給
五
千
五
百
円

で
働
い
て
い
る
と
し
ま
す
。 

 
こ
れ
が
東
京
都
の
最
低
賃
金
額
七

百
三
十
九
円
を
上
回
っ
て
い
る
か
ど

う
か
を
確
認
す
る
に
は
、
日
給
額÷

所
定
労
働
時
間
数
を
計
算
し
、
比
較

し
ま
す
。
日
給
額÷
７
．
５
時
間
＝

七
百
三
十
三
円
三
十
三
銭
と
な

り
東
京
都
の
最
低
賃
金
額
七
百
三
十

九
円
を
下
回
っ
て
い
る
こ
と
が
分
か

り
ま
す
。 

   

中
小
企
業
大
学
校
旭
川
校
で
は
、

組
織
作
り
、
人
材
養
成
、
ビ
ジ
ョ
ン

構
築
に
学
ぶ
経
営
幹
部
の
た
め
の

『
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
実
行
力
』
講
座
を

開
催
い
た
し
ま
す
。 

・
期
間 

一
回
目 

十
月
一
日
〜
三
日 

二
回
目 

十
一
月
十
四
日
〜
十
六
日 

三
回
目 

十
二
月
八
日
〜
十
日
ま
で 

・
受
講
対
象
者 

管
理
職
・
経
営
幹

部
・
経
営
者 

・
定
員 

 

二
十
名 

・
受
講
料 

 

九
万
八
千
七
百
円 

 

詳
し
く
は
、
旭
川
研
修
担
当
者
ま

で
お
気
軽
に
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
ま

せ
。 

経
営
幹
部
実
力
養
成
講
座 
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℡ 

〇
一
六
六-

六
五
‐
一
二
〇
〇 

 

 

国
土
交
通
省
北
海
道
運
輸
局 

  

昨
今
の
原
油
高
騰
に
よ
り
、
平
成

十
五
年
度
ま
で
安
定
し
て
い
た
軽
油

価
格
は
、
平
成
十
五
年
度
比
で
約
九

割
も
上
昇
し
、
ト
ラ
ッ
ク
産
業
に
与

え
る
影
響
は
大
変
深
刻
な
も
の
と
な

っ
て
い
ま
す
。 

 

こ
の
こ
と
か
ら
、
政
府
の
「
年
度

末
に
向
け
た
中
小
企
業
対
策
に
つ
い

て
」（
Ｈ
二
十
・
二
・
二
十
関
係
閣
僚

申
し
合
わ
せ
）
を
踏
ま
え
、
国
土
交

通
省
で
は
公
正
取
引
委
員
会
と
の
連

名
で
三
月
四
日
に
「
軽
油
価
格
高
騰

に
対
応
す
る
た
め
の
ト
ラ
ッ
ク
運
送

業
に
対
す
る
緊
急
措
置
」
を
取
り
ま

と
め
た
と
こ
ろ
で
す
。 

 

こ
の
緊
急
措
置
に
お
い
て
は
、
ト

ラ
ッ
ク
運
送
業
に
お
け
る
燃
料
サ
ー

チ
ャ
ー
ジ
制
の
導
入
を
促
進
す
る
た

め
、
政
府
が
緊
急
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を

作
成
・
周
知
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お

り
ま
す
。 

 

ま
た
、
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
に
つ
い

て
、
荷
主
、
元
請
事
業
者
、
下
請
事

業
者
間
の
適
正
取
引
を
推
進
す
る
た

め
に
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
策
定
す
る
こ

と
が
決
定
さ
れ
て
い
ま
す
。 

 
今
般
、
こ
れ
ら
を
踏
ま
え
て
、
公

正
取
引
委
員
会
と
協
議
の
上
、「
ト
ラ

ッ
ク
運
送
業
に
お
け
る
燃
料
サ
ー
チ

ャ
ー
ジ
緊
急
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」
及
び

「
ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
に
お
け
る
下

請
・
荷
主
適
正
取
引
推
進
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
」
を
作
成
し
ま
し
た
。 

 

つ
き
ま
し
て
は
、
本
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
趣
旨
等
を
ご
理
解
い
た
だ
き
ま

す
よ
う
お
知
ら
せ
い
た
し
ま
す
。 

※ 

燃
料
サ
ー
チ
ャ
ー
ジ
制
と
は･

･ 
 

燃
料
価
格
の
上
昇
・
下
落
に
よ
る

コ
ス
ト
の
増
減
分
を
別
建
て
運

賃
と
し
て
設
定
す
る
制
度
。 

テ
ナ
ン
ト
入
居
者
募
集 

  

コ
ミ
シ
ョ
ッ
プ
サ
ン
ポ
ッ
ケ
（
道

の
駅
）
で
は
、
軽
食
・
喫
茶
『
ら
た

ん
ど
ー
る
』
が
退
店
す
る
こ
と
に
な

り
、
新
規
に
テ
ナ
ン
ト
入
居
者
を
募

集
し
て
い
ま
す
。 
 

営
業
は
、
軽
食
・
喫
茶
や
名
称
に

係
ら
ず
開
店
を
希
望
さ
れ
る
方
（
日

高
町
民
）
は
応
募
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。 

 

店
舗
面
積
四
十
五
・
六
㎡ 

 

応
募
締
切 

九
月
一
日
ま
で 

 

応
募
先
及
び
詳
細
に
つ
い
て
は
、 

日

高

町

商

工

会

本

所

01456-2-6301

（
飛
渡
） 

日

高

町

商

工

会

支

所

01457-6-2106

（
武
井
） 

ま
で
、
連
絡
願
い
ま
す
。 

     

 

職 

員 

の 

異 

動 
  

記
帳
指
導
員
の
工
藤
綾
子
さ
ん
が

七
月
十
八
日
付
で
退
職
と
な
り
、
後

任
に
瀧
口
朋
美
さ
ん
が
七
月
二
十
二

日
よ
り
就
任
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。 

 

工
藤
さ
ん
に
お
か
れ
ま
し
て
は
二

年
六
ヶ
月
間
記
帳
指
導
員
と
し
て
勤

務
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
。
お
疲
れ

様
で
し
た
。
ま
た
、
瀧
口
さ
ん
は
ご

主
人
の
職
場
（
役
場
）
の
異
動
に
よ

っ
て
四
月
に
こ
ち
ら
に
来
ま
し
た
。 

ど
う
ぞ
宜
し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す 

 
     

   

ト
ラ
ッ
ク
運
送
業
に
お
け
る
燃
料
サ

ー
チ
ャ
ー
ジ
制
の
導
入
及
び
適
正
取

引
の
推
進
に
関
す
る
お
知
ら
せ 
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町
民
ゴ
ル
フ
大
会 

  

町
民
ゴ
ル
フ
大
会
実
行
委
員
会

（
委
員
長 

磯
田
憲
生
）
で
は
、
今

年
で
第
三
回
を
迎
え
る
町
民
ゴ
ル
フ

大
会
の
参
加
者
を
募
集
し
て
い
ま
す
。 

 

町
民
で
あ
れ
ば
ど
な
た
で
も
参
加

で
き
ま
す
。
開
催
日
は
九
月
二
十
八

日
（
日
）
で
、
こ
れ
か
ら
ポ
ス
タ
ー

な
ど
を
作
製
し
、
皆
様
に
お
知
ら
せ

す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。 

 

詳
し
く
は
実
行
委
員
会
事
務
局

（
日
高
町
商
工
会
本
所 

大
越
）
ま

で
お
問
合
せ
く
だ
さ
い
。 

℡
〇
一
四
五
六
‐
二-

六
三
〇
一 

   

中小企業の皆様！ 

中退共で退職金の準備を始めませんか？ 
中退共制度は中小企業で働く従業員のための外部積立型の国の退職金制度です 

 
● 適格退職金制度からの移行です 
  適年解約事業所の約半数が中退共に移行しています 
●掛金の一部を国が助成します 
  中退共制度に新しく加入する事業主に掛金の 1/2（従業員ごとに上限 5,000円）
を加入後 4ヶ月目から 1年間助成します 
●掛金は全額非課税です 
  掛金は、法人企業の場合は損金、個人企業の場合は必要経費となります 
●管理が簡単です 
  従業員ごとの納付状況、退職金資産額等を事業主にお知らせしますので退職金

の管理が簡単です 
●掛金以外の経費がかかりません 
  事務手数料・管理費等は一切不要です 
 
 
《お問い合わせ先》 
独立行政法人 勤労者退職金共済機構      ● 詳しくはホームページをご覧下さい 
中小企業退職金共済事業本部 
〒105-8077 東京都港区芝公園 1-7-6 
TEL （03）3436-0151（代表）               
FAX （03）3436-0400          http://chutaikyo.taisyokukin.go.jp 

中退共 検索 


